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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

中間連結会計期間
第42期

中間連結会計期間
第41期

会計期間

自2025年
 ４月１日
至2025年
 ９月30日

自2026年
 ４月１日
至2026年
 ９月30日

自2025年
 ４月１日
至2026年
 ３月31日

売上高 （百万円） 58,832 71,085 132,132

経常利益 （百万円） 6,313 7,846 16,605

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 4,284 5,498 20,191

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 4,063 4,873 21,637

純資産額 （百万円） 84,965 111,062 108,183

総資産額 （百万円） 115,125 146,553 145,205

１株当たり中間（当期）純利益

金額
（円） 56.10 68.27 258.96

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － 68.26 －

自己資本比率 （％） 73.7 75.4 74.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,799 6,134 9,877

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,461 4,795 △3,076

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,815 △2,468 △3,794

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 45,216 66,488 58,497

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第41期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額および第41期連結会計年度の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、当中間連結会計期間において、多摩電子工業株式会社の株式を取得した

ため、連結の範囲に含めております。なお、多摩電子工業株式会社の親会社であるTEJホールディングス株式会社

は、2026年９月１日付でTEJホールディングス株式会社を吸収消滅会社とする合併により、多摩電子工業株式会社と

合併いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において、判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

　当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、売上高は71,085百万円（前年同期比20.8％増）、売上総利益は

27,928百万円(前年同期比18.5％増)、営業利益は7,860百万円（前年同期比26.9％増）、経常利益は7,846百万円（前

年同期比24.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は5,498百万円（前年同期比28.4％増）となりました。

　売上高は、キーボード等で前年度の政策需要（次世代GIGAスクール構想）やWindows10サポート終了に伴うパソコ

ン更新需要の反動に伴う減販影響、また利益重視の販売方針を進めた消費者向けメモリ製品での苦戦による減収はあ

りましたが、半導体需要の急拡大を受けて産業機器向けメモリが大幅に伸長し、さらに前年度下期の日本アンテナ株

式会社（以下「日本アンテナ」）[注]、当年度上期の多摩電子工業グループ（以下「多摩電子工業」）のM&Aによる

新規連結効果があり、全体では大幅な増収となりました。加えて販路別では、家電量販店向け販路は、ネットワーク

機器等の伸長は一部見られたものの、全体的に苦戦が続きましたが、一方でEC販路は、安心・安全を特徴とした半固

体リチウムイオン電池や高機能のトラックボールなど、新商品を積極的に投入したモバイルバッテリー、マウス、AC

充電器、加えてシェア拡大余地の高い理美容家電やモバイルケーブルを中心に大きく伸長しました。法人販路では、

企業の投資需要を受けてNAS（Network Attached Storage）が戦略的な販売活動で好調に推移し、受注に苦戦してい

たセキュリティ関連事業は、組織・体制の見直しを進め、直近は回復に転じ始めております。（[注]日本アンテナ

は、当社グループのDXアンテナ株式会社と2026年10月1日付で経営統合（合併）し、新会社「日本DXアンテナ株式会

社」が発足しております。）

　売上総利益は、海外から商品を米ドルで仕入れる当社にとって、ドル建取引の為替予約を含めた円換算額が前年同

期より増加したことや、メモリ等での調達価格の上昇、加えて流通在庫を含めた棚卸資産の適正化を進めたことが原

価上昇要因となりましたが、一方で、増収効果に加え、前年度以前から継続して取り組んでいる付加価値の高い新商

品の投入、価格改定、製品別・チャネル毎・得意先毎のコスト分析と管理の強化といった利益重視の取り組みの成果

により、増益となりました。

　営業利益は、販売費及び一般管理費の増加はありましたが、売上総利益の良化が上回り、増益となり、営業利益率

も改善しました。販売費及び一般管理費の主な増加要因として、販売が大きく伸長しているEC販路の販売促進活動に

より販売費が増加し、また強い事業基盤構築に向けた人的資本への投資に伴い人件費が増えたことに加え、日本アン

テナと多摩電子工業の新規連結により人件費や管理費が増加しました。

　経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利益は、営業利益の増加により、増益となりました。

 

　当年度は2027年３月までの中期経営計画の最終年度として、パーパス「Better being」を根底として、あるべき

姿、“お客様に愛される日本発・唯一無二のグローバルブランド”を創るため、市場の変化を捉えて俊敏に対応し、

お客様満足度を高める商品・サービスによる新たな価値創造と、持続可能な成長を実現するための人材育成と強い事

業基盤構築を重点戦略とし、長期的・持続的成長と企業価値向上の実現に引き続き取り組んでまいります。特に家電

量販店向け販路では、下期は一層利益を重視した対応を進めるとともに、パソコンの出荷台数が厳しい等の事業環境

下、将来を見越して流通在庫を含む棚卸資産の適正化を強化いたします。

 

　品目別の概況は、次のとおりです。なお、当社グループは、パソコン・デジタル機器・家電関連製品の開発・製

造・販売及び関連サービスの提供を事業とする単一セグメントであるため、商品・サービス区分である品目別で概況

を記載しております。

 

（パワー&I/Oデバイス関連）

　EC販路を中心に注力商品の販売が拡大しました。堅調な需要が続くモバイルバッテリーやAC充電器が、安全性の高

い半固体リチウムイオン電池など新商品投入により大きく伸長しました。また、復刻版の士郎正宗デザインマウスや

高機能のトラックボール“IST PLUS”の発売などにより、マウスの販売が拡大し、モバイルケーブルも、EC販路では

シェア拡大余地が高いこともあり、伸長しました。一方で、キーボードは、前年度では次世代GIGAスクール構想等に

伴う政策需要やWindows10サポート終了に伴うパソコン更新需要が高かったことの反動もあり、法人販路を中心に苦

戦しました。

　これらの結果、パワー&I/Oデバイス関連に係る当中間連結会計期間の売上高は、21,026百万円（前年同期比2.4％

増）となりました。

（家電）
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　テスコムブランドのヘアドライヤーが家電量販店等で競合からのシェア獲得に苦戦し、理美容家電は減収となりま

したが、EC販路では大幅に伸長してシェアも拡大し、回復基調となっております。

　これらの結果、家電に係る当中間連結会計期間の売上高は、6,417百万円（前年同期比1.2％減）となりました。

（BtoBソリューション）

　半導体需要の急拡大を受け、グループ会社の産業機器向けメモリが大幅な増収となり、加えて日本アンテナの６ヵ

月の業績を取り込む新規連結効果により、販売が大きく伸長しました。当社が注力するカテゴリーでは、企業のデー

タ管理需要と設備投資の拡大を受けて、保守サービスをセットにしたNASが戦略的な販売活動により伸長し、また産

業用PC・タブレットも価格改定対応を含めた受注活動により増収となりました。一方、監視カメラ等のセキュリティ

関連事業は受注に苦戦しましたが、組織・体制を抜本的に見直し、直近は業績が回復に転じております。

　これらの結果、BtoBソリューションに係る当中間連結会計期間の売上高は、26,320百万円（前年同期比59.5％増）

となりました。

（周辺機器・アクセサリ）

　周辺機器は、消費者向けメモリ製品では原価が高騰する中、利益重視の販売方針に注力したため苦戦しましたが、

ネットワーク機器では堅調な需要に対して新商品・サービス等の強化でシェア拡大が進み、大幅に伸長した結果、全

体では増収となり、利益も増益を確保しました。アクセサリは、上期のiPhone新機種のラインナップが前年同時期の

発売機種と異なったこと等でスマートフォン関連の販売が伸びず、またPC本体の出荷台数が減少する中、バッグが家

電量販店への新商品投入や法人販路での販売に苦戦し、全体では減収となりました。

　これらの結果、周辺機器・アクセサリに係る当中間連結会計期間の売上高は、14,939百万円（前年同期比2.0％

増）となりました。

（その他）

　多摩電子工業の新規連結効果により販売が大きく伸長し、その他に係る当中間連結会計期間の売上高は、2,381百

万円（前年同期比265.3％増）となりました。

 

(2) 財政状態の状況

　当中間連結会計期間末の総資産は、主に以下の要因により前連結会計年度末に比べ1,347百万円増加し、146,553百

万円となりました。

＜増加要因＞

・現金及び預金：M&A（多摩電子工業の子会社化）による減少はありましたが、有価証券の償還、及び配当の支払い

を上回る営業キャッシュ・フローの創出により増加しました。

・商品及び製品：M&Aにより増加しました。

・原材料及び貯蔵品：半導体等の部材価格の高騰、需要動向を踏まえた仕入れ、及びM&Aにより増加しました。

・有形固定資産、のれん：M&Aにより増加しました。

・投資その他の資産：繰延税金資産等が増加しました。

＜減少要因＞

・受取手形及び売掛金：M&Aによる増加はありましたが、販売動向の季節性要因や回収サイト適正化の取り組み等に

より減少しました。

・有価証券：償還により減少しました。

・為替予約：先物為替予約の時価評価の結果、減少しました。

　負債は1,532百万円減少し、35,490百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少によるものです。

　純資産は2,879百万円増加し、111,062百万円となりました。これは主に、利益剰余金の増加によるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりです。

　営業活動の結果増加した資金は6,134百万円（前年同期は4,799百万円の資金の増加）となりました。主な要因は、

法人税等の支払額3,381百万円、仕入債務の減少額1,960百万円、棚卸資産の増加額1,626百万円といった資金減少項

目があった一方で、税金等調整前中間純利益7,845百万円、売上債権の減少額3,309百万円、減価償却費1,321百万円

といった資金増加項目があったことによるものです。

　投資活動の結果増加した資金は4,795百万円（前年同期は1,461百万円の資金の減少）となりました。主な要因は、

有形固定資産の取得による支出1,199百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出3,941百万円、短

期貸付金の増加額2,350百万円といった資金減少項目があった一方で、有価証券の償還による収入12,496百万円と

いった資金増加項目があったことによるものです。

　財務活動の結果減少した資金は2,468百万円（前年同期は1,815百万円の資金の減少）となりました。主な要因は、

配当金の支払額2,496百万円によるものです。

　以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ7,990百万円増加し、

66,488百万円となりました。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
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　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

(5) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,904百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7) 従業員数

　当中間連結会計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

 

(8) 生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、当社グループの生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(9) 主要な設備

　当中間連結会計期間において、当社グループの主要な設備に著しい変動はありません。また、設備の新設、除却等

の計画に著しい変更はありません。
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３【重要な契約等】

（取得による企業結合）

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、多摩電子工業株式会社の完全親会社であるTEJホールディング

ス株式会社の全株式を取得し子会社化することを決議し、2026年２月27日付で株式譲渡契約を締結し、2026年５月28

日付で同社の全株式の取得を完了しました。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 181,152,000

計 181,152,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 92,221,420 92,221,420
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 92,221,420 92,221,420 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 92,221,420 － 12,577 － 12,548
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

葉田　順治 兵庫県西宮市 16,735,000 20.77

有限会社サンズ 兵庫県西宮市甲陽園目神山町２６－７１ 12,600,000 15.64

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 7,548,300 9.37

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 3,161,900 3.92

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,872,000 2.32

公益財団法人葉田財団 東京都千代田区神田駿河台４丁目６ 1,800,000 2.23

エレコム社員持株会 大阪市中央区伏見町４丁目１－１ 1,291,100 1.60

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ

ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ

５０５０１９

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ＡＩＢ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Ｃ

ＥＮＴＲＥ Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ５１８ Ｉ

ＦＳＣ ＤＵＢＬＩＮ ＩＲＥＬＡＮＤ

（東京都港区港南２丁目１５－１）

1,274,660 1.58

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ

ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ

５０５００１

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ＯＮＥ ＣＯＮＧＲＥＳＳ ＳＴＲＥＥ

Ｔ，ＳＵＩＴＥ １，ＢＯＳＴＯＮ ＭＡ

ＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ

（東京都港区港南２丁目１５－１）

1,225,808 1.52

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,008,000 1.25

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都千代田区大手町１丁目５番５号

（東京都中央区晴海１丁目８－１２）
1,008,000 1.25

計 － 49,524,768 61.47

　（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は

4,030,600株であります。

２．上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は2,685,800株で

あります。

３．上記のほか、自己株式が11,650,516株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,650,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 80,447,000 804,470 －

単元未満株式 普通株式 123,920 － －

発行済株式総数  92,221,420 － －

総株主の議決権  － 804,470 －

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

エレコム株式会社
大阪市中央区伏見町４丁

目１－１
11,650,500 － 11,650,500 12.63

計 － 11,650,500 － 11,650,500 12.63

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

エレコム株式会社(E02066)

半期報告書

11/25



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 58,497 66,488

受取手形及び売掛金 27,294 25,138

有価証券 12,387 －

商品及び製品 15,339 16,493

仕掛品 662 736

原材料及び貯蔵品 2,190 3,705

返品資産 378 502

為替予約 2,782 972

その他 1,769 2,135

貸倒引当金 － △33

流動資産合計 121,302 116,138

固定資産   

有形固定資産 14,065 15,542

無形固定資産   

のれん 842 4,215

その他 1,724 1,627

無形固定資産合計 2,567 5,842

投資その他の資産 ※ 7,270 ※ 9,029

固定資産合計 23,903 30,414

資産合計 145,205 146,553

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,813 16,769

電子記録債務 804 1,545

短期借入金 500 500

未払法人税等 3,853 3,400

返金負債 1,321 2,126

賞与引当金 1,498 1,379

その他の引当金 199 220

その他 7,273 6,981

流動負債合計 34,263 32,924

固定負債   

退職給付に係る負債 2,145 2,020

役員退職慰労引当金 12 13

その他 599 531

固定負債合計 2,758 2,565

負債合計 37,022 35,490
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,577 12,577

資本剰余金 14,570 14,585

利益剰余金 91,074 94,093

自己株式 △16,849 △16,803

株主資本合計 101,372 104,453

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,626 2,258

繰延ヘッジ損益 2,066 955

為替換算調整勘定 2,809 2,738

退職給付に係る調整累計額 181 69

その他の包括利益累計額合計 6,684 6,021

新株予約権 125 120

非支配株主持分 0 467

純資産合計 108,183 111,062

負債純資産合計 145,205 146,553
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 58,832 71,085

売上原価 35,268 43,156

売上総利益 23,564 27,928

販売費及び一般管理費 ※ 17,371 ※ 20,068

営業利益 6,192 7,860

営業外収益   

受取利息 302 305

受取配当金 48 53

その他 39 102

営業外収益合計 390 460

営業外費用   

支払利息 2 3

為替差損 249 451

消費税差額 0 1

自己株式取得費用 9 －

その他 7 17

営業外費用合計 269 474

経常利益 6,313 7,846

特別利益   

関係会社清算益 － 25

退職給付制度終了益 － 30

新株予約権戻入益 3 4

その他 0 －

特別利益合計 3 60

特別損失   

固定資産除却損 20 31

事業構造改善費用 － 27

その他 － 2

特別損失合計 20 61

税金等調整前中間純利益 6,296 7,845

法人税、住民税及び事業税 2,065 2,993

法人税等調整額 △53 △646

法人税等合計 2,012 2,346

中間純利益 4,284 5,498

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△0 0

親会社株主に帰属する中間純利益 4,284 5,498
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 4,284 5,498

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 429 632

繰延ヘッジ損益 △223 △1,110

為替換算調整勘定 △420 △33

退職給付に係る調整額 △5 △112

その他の包括利益合計 △220 △625

中間包括利益 4,063 4,873

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 4,065 4,873

非支配株主に係る中間包括利益 △1 0
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 6,296 7,845

減価償却費 1,458 1,321

のれん償却額 217 365

受取利息及び受取配当金 △351 △358

支払利息 2 3

売上債権の増減額（△は増加） 321 3,309

棚卸資産の増減額（△は増加） △448 △1,626

仕入債務の増減額（△は減少） △772 △1,960

引当金の増減額（△は減少） △180 △322

その他 △233 582

小計 6,310 9,159

利息及び配当金の受取額 351 358

利息の支払額 △2 △3

法人税等の支払額 △1,861 △3,381

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,799 6,134

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △179 △80

有価証券の償還による収入 － 12,496

有形固定資産の取得による支出 △902 △1,199

無形固定資産の取得による支出 △228 △174

投資有価証券の取得による支出 △316 △20

短期貸付金の増減額（△は増加） 7 △2,350

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △3,941

その他 157 65

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,461 4,795

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,832 △2,496

自己株式の処分による収入 21 30

自己株式の取得による支出 － △0

その他 △3 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,815 △2,468

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24 △434

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,497 8,027

現金及び現金同等物の期首残高 43,718 58,497

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △36

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 45,216 ※ 66,488
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間において、多摩電子工業株式会社は株式の取得により連結子会社となったため、連結の範囲

に含めております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 
 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。

 
 

（中間連結貸借対照表関係）

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

投資その他の資産 4百万円 4百万円
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

販売促進引当金繰入額 24百万円 4百万円

給料及び手当 4,493 5,235

賞与引当金繰入額 971 1,247

退職給付費用 121 149

役員退職慰労引当金繰入額 2 0

運賃及び荷造費 1,296 1,452

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 45,216百万円 66,488百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 45,216 66,488
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,832 24  2025年３月31日  2025年６月26日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月13日

取締役会
普通株式 1,985 26  2025年９月30日  2025年12月８日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 2,496 31  2026年３月31日  2026年６月29日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日

取締役会
普通株式 2,336 29  2026年９月30日  2026年12月９日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

　当社グループの事業は、パソコン・デジタル機器・家電関連製品の開発・製造・販売及び関連サービスの

単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

　当社グループの事業は、パソコン・デジタル機器・家電関連製品の開発・製造・販売及び関連サービスの

単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

　金融商品は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループの事業の運営上、中間連結財務諸表に与える影響が軽微で、かつ、中間連結貸借対照表計上額そ

の他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

(取得による企業結合)

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、多摩電子工業株式会社の完全親会社であるTEJホールディング

ス株式会社の全株式を取得し子会社化することを決議し、2026年２月27日付で株式譲渡契約を締結し、2026年５月

28日付で同社の全株式の取得を完了しました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　TEJホールディングス株式会社

事業の内容　　　　携帯電話関連機器・PC周辺機器等の製造販売

　　　　　　　　　多摩電子工業株式会社の持株会社

(2) 企業結合を行った主な理由

　多摩電子工業株式会社は、コンビニエンスストア向け商流において確固たる市場シェアと高いコスト競争力を

確立しております。当社は、同社の親会社である対象会社の全株式を取得することにより、対象会社グループが

構築したコンビニエンスストア向けの商流や中国工場を活用した生産体制を当社グループのEC事業のノウハウ、

既存チャネル、物流拠点などの事業運営基盤と融合させ、事業の成長につなげることを目的としております。あ

わせて多面的にシナジーの創出とさらなる原価低減を図り、当社グループの成長戦略を推進いたします。

(3) 企業結合日

2026年５月28日(みなし取得日　2026年６月30日)

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後の企業の名称

結合前から変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価としてTEJホールディングス株式会社(多摩電子工業グループ)の株式を100％取得したためであ

ります。

 

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　2026年７月１日から2026年９月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 5,714百万円

取得原価  5,714百万円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
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　アドバイザリー費用等　140百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

　　3,738百万円

　　なお、上記金額は暫定的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

　　今後の事業展開によって期待される超過収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

　　５年間にわたる均等償却

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

 

前中間連結会計期間

自 2025年４月１日

至 2025年９月30日

当中間連結会計期間

自 2026年４月１日

至 2026年９月30日

パワー&I/Oデバイス関連 20,534 21,026

家電 6,497 6,417

BtoBソリューション 16,505 26,320

周辺機器・アクセサリ 14,643 14,939

その他 615 2,345

顧客との契約から生じる収益 58,796 71,049

その他の収益 36 36

外部顧客への売上高 58,832 71,085

（注）「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃借収入等であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益金額 56円10銭 68円27銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
4,284 5,498

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（百万円）
4,284 5,498

普通株式の期中平均株式数（千株） 76,362 80,546

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 － 68円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（百万円））
（－） （－）

普通株式増加数（千株） － 6

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　2026年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額　　　2,336百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　　29円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生年月日及び支払開始日　　2026年12月９日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月12日

エレコム株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神前　泰洋

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北池　晃一郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレコム株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エレコム株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書におい

て中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財
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務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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